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 定量的な基準と定性的な基準を勘案し、2017・2018年度に、合計3,687者選定。

※定量的な基準：営業利益、従業員数の実数及び伸び率、域外での販売額、域内の仕入額

※定性的な基準：自治体や商工団体、金融機関からの推薦に基づき、被推薦企業の地域経済への貢献期待度等を評価

 選定企業の91%は中小企業。製造業を中心に、多様な業種から幅広く選定。

１．地域未来牽引企業の選定状況

製造業63.7%

卸売・小売業

11.1%

建設業 7.5%

サービス業（他に分類さ

れないもの）, 3.2%

運輸業、郵便業, 3.2%

情報通信業, 3%

農業、林業, 2% 宿泊業、飲食サービス業, 2%

業種別割合規模別割合

8.8%

85.6%

5.6%

小規模事業者

中小企業（小規模事業者を除く）

大企業
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※ 地域未来牽引企業3687者のデータを事務局にて集計。



地域未来牽引企業（3,687者）の分布 全事業者数に占める地域未来牽引企業の割合
～地方部ほど割合が高い～

※割合はH26経済センサス基礎調査を基に算出

【参考１】 地域未来牽引企業の分布

 全国的に広く選定。
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 従業員100人未満、売上高30億円未満、社歴40～70年の企業数が約５割。

【参考２】 地域未来牽引企業の特徴

製造業 非製造業 製造業 非製造業

製造業 非製造業

１社当たり売上高（億円/社）

１社当たり従業員数（人/社）

（従業員数別の企業数） （売上高別の企業数）

（社歴別の企業数） （社歴別の１社当たり従業員数、売上高）

（平均）
全未来企業 191人
うち製造業 185人
うち非製造 201人

（平均）
全未来企業 74億円
うち製造業 66億円
うち非製造 88億円

（平均）
全未来企業 47年
うち製造業 50年
うち非製造 43年
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※ 地域未来牽引企業3687者のデータを事務局にて集計。

従業員100人未満の未来企業数は、
全体の46％、製造業の45％、非製造業の48％ 売上高30億円未満の未来企業数は、

全体の47％、製造業の51％、非製造業の41％

社歴40～70年の未来企業数は、
全体の55％、製造業の59％、
非製造業の47％



地域未来牽引企業（3,687者）の分布 全事業者数に占める地域未来牽引企業の割合
～地方部ほど割合が高い～

【参考３】地域未来投資促進法の施行状況について

 地域未来投資促進法は、地域の特性を活用した事業の生み出す経済的効果に着目し、これを最
大化しようとする地方公共団体の取組を支援するもの。

 基本方針に基づき、市町村及び都道府県は基本計画を策定し、国が同意。同意された基本計画
に基づき事業者が策定する地域経済牽引事業(※)計画を、都道府県知事が承認。

（※）①地域の特性を生かして、②高い付加価値を創出し、③地域の事業者に対する相当の経済的効果を及ぼす事業

 地域経済牽引事業の支援を行う「地域経済牽引支援機関」による連携支援計画を国が承認。
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〔内容〕
 対象となる区域（促進区域）
 経済的効果に関する目標
 地域の特性 × 推進したい分野
 地域経済牽引事業の要件
 事業環境整備の内容 等

市町村及び都道府県：基本計画
【同意基本計画：236計画（令和元年12月20日時点）】

都道府県
が承認※ 〔申請主体〕

①民間事業者、
②官民連携型（地方公共団体及び民間事業者）
※②の場合は、国が事業を承認

〔内容〕
 事業の内容及び実施時期
 地域経済牽引事業の要件への適合性

①活用する地域の特性 × 分野
②付加価値創出額
③地域の事業者に対する経済的効果

 事業者間の役割分担
 特例措置に関する事項 等

事業者等：地域経済牽引事業計画
【都道府県による承認事業計画：2,043計画（令和2年1月末時点）】

（のべ、2,640事業者（重複排除2,464事業者）

（うち、地域未来牽引企業709計画（678事業者））

国
：
基
本
方
針

支援

同
意

承
認

〔申請主体〕
支援機関（公設試、大学等）
〔内容〕
 連携支援事業の目標
 事業の内容及び実施時期
 支援機関の役割分担 等

支援機関：連携支援計画
【承認連携支援計画：82計画（令和元年12月末時点）】
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 今後、①機能(4類型)に応じた目標設定、②重点支援、③更新制導入。

 2020年度に向けて追加選定を実施。

 2022年度に中間評価を行った上で、2024年度に更新の可否を最終判断（目標の取組状
況を考慮）。

２．地域未来牽引企業制度の見直し

類型
期待される役割

グローバル型
海外需要の獲得

サプライチェーン型
サプライチェーンの維持・強化

地域資源型
地域資源の活用・雇用の下支え

生活インフラ関連型
生活基盤の維持

目標例
輸出額
利益率 等

売上額
取引先数 等

観光客向け売上額
雇用者数 等

サービス向上
財務強化 等

支援例

・ 設備投資
・ 新技術・商品開発
・ 海外展開

・ 設備投資
・ 共同研究・開発

・ 販路開拓
・ 新商品開発
・ ブランディング

・ 経営基盤の強化
・ IT導入
・ 新サービス開発

資金繰り、人材確保・育成、事業承継の円滑化 等

グローバル型（例） サプライチェーン型（例） 地域資源型（例） 生活インフラ関連型（例）

海外数十カ国に輸出する
国産シェアトップの医療機器
を有するメーカー （愛知県）

航空宇宙事業で高精度の部品
を製造するメーカー

（茨城県）

地元の伝統文化や自然を
アドベンチャー・ツーリズムとして
提供する宿泊業者 （北海道）

イベントを企画し、
観光客誘致の取り組みを
進める鉄道会社 （和歌山県）

デザイン：水戸岡鋭治



【参考４】 地域未来牽引企業の類型別の割合（推計）及び特徴

※ 地域未来牽引企業からサンプル（1,791者）を抽出して推計。
※ 選定時の資料、公開情報等から4類型のいずれかに、機械的に分類。

実際は分類の重複がありえる。
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類型
（サンプル数）

売上利益率
（平均・％）

［標準偏差］

自己資本比率
（平均・％）

［標準偏差］

特徴

グローバル
（70社）

6.6
［8.6］

40.1
［23.4］

他類型と比較すると、ス
トック・フローともに高
い位置に分布。

サプライチェーン
（210社）

5.7 
［6.8］

37.0
［22.8］

グローバル型と比較する
と、ストック・フローと
もに低位置に分布。

地域資源
（95社）

3.2 
［5.4］

35.4 
［24.6］

他類型と比較すると、フ
ローが低位置に分布。

生活インフラ
（36社）

5.1 
［6.6］

30.3 
［26.5］

他類型と比較すると、ス
トックが低位置に分布。

全体
（411社）

5.2 
［6.9］

36.6 
［24.3］

企業公開情報等を元に暫定的に分類。

※地域未来牽引企業から約400者のサンプルを抽
出し分析。

※売上利益率は、利益額÷売上額（2018年決算
時）、自己資本比率は、純資産額÷総資産額

（2017年選定時）で算出。
※各類型は、選定時の資料、公開情報等から４類

型のいずれかに、機械的に分類。



類型 業種例 目標イメージ

グローバル

酒造メーカー
創業100年を超える造り酒屋。７年前より東南アジアを中心に輸出を開始。今後、海外向け新商品開発と欧州市場への進出を進め、

2023年度までに、現在A万円の海外輸出額をB倍に引き上げ、海外売上比率を現在のX％からY％に引き上げる。

商社
国内外の観光市場を中心に食品を卸販売。今後、海外の高級スーパーへの展開を進め、現在A店の海外の取引店舗数を2023年

度までに、現在のX倍に伸ばすとともに、経常利益率Y％の達成を目指す。

サプライ
チェーン

建設会社
商業施設、工場・倉庫の建築・施工が主力事業。働き方改革を推進しながら、現在A万円の従業員一人当たりの売上高を、2023

年度までにX％増加させる。

IT企業
顧客企業のニーズに対応できる新システムを開発し、ソリューションを提供することで、2023年度までに、現在A％の顧客満足度をB％

以上に、現在X社の取引先数をY％以上増加させる。

地域資源

農業
農業による雇用創出を目指して、現在A者の協力農家数を2023年度までにB％増加させ、売上を現在のX倍、従業員数を現在の

Y倍とする。また、環境にやさしい農場を実現するため、現在X％の有機性廃棄物のリサイクル率を2023年度までにY％以上とする。

ホテル
「地産地消を行い、地域と共存共栄をする」という目標実現のため、現在A人の国内外からの観光客数を、2023年度までに現状の

X倍とする。地元の食材を使った食事の提供や従業員のトレーニングなど、サービスレベルの向上を図り、客単価を現在のY倍にする。

生活インフ
ラ関連

バス会社
住民の移動手段である路線バスの安定運行のため、今後５年以内に、黒字路線を現在のX％からY％以上にするとともに、サービスレ

ベル向上のため、2023年度までに、運航するバスのZ％以上でキャッシュレス対応機器を導入する。

不動産会社
住み手・貸し手双方にメリットがある物件を仲介することで、2023年度までに、取引件数当たりクレーム発生率をX％以内に抑えるとと

もに、2023年度までに、取扱物件数をY％増加させ、より良い住環境を多くの人々に提供する。

【参考５】 地域経済牽引目標の例
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【参考６】 重点支援のイメージ
企業類型

支援分類 グローバル型 サプライチェーン型 地域資源型 生活インフラ関連型

経営基盤強化/
生産性向上

人材育成・確保

研究開発/
製品開発/実証

販路開拓

事業承継

★ものづくり補助金（補正、当初）：生産性向上のための設備投資等を支援

★戦略的基盤技術高度化・連携支援（当初）：ものづくりのための研究開発等を支援

★事業承継補助金（補正）：事業承継後の経営革新等を支援

●大企業人材等の地方活躍推進（補正）：中途採用のための求人費用等を支援

●J-GoodTech：ビジネスマッチング支援

★:採択審査加点・優遇配慮 ●:特別枠等の設定 ◆：活用の促進

★IT導入補助金（補正）：生産性向上等のためのITツール導入を支援

★地域イノベーション支援（補正、当初）: 支援機関支援を通じた企業の新事業等を支援

◆地域中小企業人材確保等支援（当初）：経営支援機関の能力向上を通じて、中小企業の人材確保を支援

★新輸出大国コンソーシアム（補正、当初）：専門家派遣による海外展開支援

◆中堅・中小企業輸出ビジネスモデル事業（当初）：
新たな輸出ビジネスモデルを構築する事業者を支援

★JAPANブランド育成支援等事業（当初）： 海外展開・インバウンド需要獲得を支援

★地域・企業共生型ビジネス（当初）: 
地域の課題解決につながる取組を支援

★持続化補助金（補正）：経営計画の策定及び販路開拓等を支援

●外国人留学生在留資格変更許可：日本に就職する外国人留学生の在留許可手続を簡素化
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★サイバーセキュリティお助け隊実証事業（当初）：サイバーインシデント発生時の対応、復旧等を支援

◆中小企業知的財産活動支援事業（当初）： 企業の知的財産（特許等）の取得・侵害対策等についての支援

★医工連携イノベーション推進事業（当初）：医療機器の開発・事業化の支援

※ （補正）令和元年度補正予算 、 （当初）令和2年度当初予算



年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

第１回
（2017年度）

2,146社

第２回
（2018年度）

1,541社

第３回
（2019-20年

度）

更
新
の
判
断

選
定

選
定

選
定

目標設定 中間評価
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３．今後のスケジュール

 2020年度から、目標達成に向けた取組に対し、重点支援を行った後、2024年度に、各者の意向
も踏まえつつ、更新を判断。

 2022年度には、中間評価を行う。



10

 今年度内に、新制度の実施要領を策定・公表。

 その上で、データ部門の抽出及び推薦部門の公募を開始し、所要の審査を経て、6月目途、追加
選定分の公表を目指す。

４．追加選定に関する主な論点

【主な論点】

 選定数は、どの程度が適当か。

 3回目の選定であることから、選定数は限定的にすることが適当か。

 選定企業数が増加することによって、支援が薄くなることをどう考えるか。

 選定に当たっては、公平性の観点から、過去の基準を参考にすべきか。

＜過去の基準＞

定量的な基準： 営業利益、従業員数の実数及び伸び率、域外での販売額、域内の仕入額

定性的な基準： 自治体や商工団体、金融機関からの推薦に基づき、被推薦企業の地域経済への貢献期待度等を評価

※売上高1000億円以上、東証一部上場、業績不振（債務超過）等に該当する企業は選定対象外。

 選定に当たっては、地域のバランスも考慮すべきか。

 選定の取消については、以下のような要件を検討すべきか。

①法令に関して、重大な違反がなされた場合

②暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有した場合

③会社更生法に基づく会社更生手続、民事再生法に基づく民事再生手続又は破産法に基づく破産手続が開始された場合


